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再び戦場の島とさせないために 
 

安倍政権は 2012 年末の総選挙で民主党から政権を奪取すると、2013 年に国家安全保障

会議(NSC)を創設し、翌年 1月には国家安全保障局(NSS)を内閣官房に設置した。NSS 発足

後、防衛計画の大綱・中期防衛力整備計画も NSS に主導権が移り、政権の意向が反映され

るようになった。いずも型護衛艦の軽空母化改修や 105 機の F-35 機の導入、巡航ミサイル

の導入、イージス・アショアの導入など、内閣主導で矢継ぎ早に大型装備を導入する仕組み

ができている。特に、2014 年 7月 1日に国家安全保障会議及び閣議において、「積極的平和

主義」の名のもと、日本国憲法第 9条が禁じてきた集団的自衛権の行使を「密接な関係にあ

る他国への武力攻撃」の場合に容認するという、従来の憲法解釈を変更する決定を行い、日

米同盟の戦争に加担する道筋を歩み続けている。 

 本稿では、安倍政権のもとで提言された「敵基地攻撃論」は、米国の対中国軍事戦略に追

従するものであり、それは米国の覇権を維持するために日本、とりわけ沖縄を含む南西諸島

を戦場にするものであって、国民の生命財産を守るという意味での日本の安全保障にはつ

ながらないこと、日本の安全保障のキーとなる日中関係についての考え方にも触れたい。 

 

自民党「敵基地攻撃論」 

 今年 6 月 15 日に河野太郎防衛大臣が新型迎撃ミサイルシステム「イージス・アショア」

配備計画を停止することを表明した後、安倍政権の中で「敵基地攻撃能力」の保有の議論が

急浮上した。8月 4日、自民党は政務調査会・国防部会で「相手領域内でも弾道ミサイル等

を阻止する能力の保有を含めて、抑止力を向上させるための新たな取り組みが必要である」

とする『国民を守るための抑止力向上に関する提言』を小野寺五典元防衛相らが安倍首相に

手渡したi。提言は、わずか 3ページで、「敵基地攻撃能力」の文言も直接は盛り込んでない

が、検討チーム座長の小野寺氏は提言を「過去の考え方を踏襲している」と強調した。 

 「過去の考え方」の 1つが、2010 年に自民党政務調査会・国防部会が公表した 24 ページ

に及ぶ『提言・新防衛計画の大綱について－国家の平和・独立と国民の安全・安心確保の更

なる進展－』であるii。「日米安保体制下の敵ミサイル基地攻撃能力の保有」を含む同提言は、

2012 年の総選挙の公約となり、野党時代に作成されたことから、現在に至る自民党の本音

を知ることができる。 

 

(1)国家安全保障基本法に定める基本方針に基づき、強固な日米安保体制を前提とし、「座

して自滅を待つ」ことのないよう、弾道ミサイル防衛の一環としての攻撃能力を確保。 

  弾道ミサイル(BM)による脅威に対し、有効に抑止・対処する手段には弾道ミサイル防



衛(BMD)システムによる迎撃と敵ミサイル基地攻撃があり、わが国は、日米安保体制の

下での協力により対応しており、現状は、打撃力については米国に依存している。 

 今後は、BMの能力向上(質・量)、核弾頭の小型化技術の進展に柔軟かつ迅速に対応する

ためにも、予防的先制攻撃を行わない範囲で、日米の適切な役割を見出すため、わが国自

身による敵ミサイル基地攻撃能力の保有を検討すべきである。 

その際、BMDにおけるミサイル発射基地・車両等への対処に限定した抑制的な運用要

領(使用は国家安全保障会議により決定)と外交等あらゆる手段による抑止活動と連接す

る枠組みを確立し、ダメージコントロール可能な通常弾頭程度の威力と被害極限を追求

できる高精度の弾着と効果確認可能な敵ミサイル基地攻撃能力を保有し、そのためにも

より強固な日米安保体制を堅持することが必要である。 

 

 今回の提言検討チーム座長の小野寺氏は、2017 年 1月 26日の衆院予算委員会iiiで、敵基

地攻撃能力に言及し『この弾道ミサイルはアメリカには絶対撃ちませんから、日本だけです

からといって、ある国が攻撃をしてきた。アメリカとしては、日米同盟だからこれは守ると

いうスタンスを維持してくれることを私どもは信じていますが、もし仮にそうじゃない大

統領の発言があった場合、このとき日本は、自分たちは自分たちで守れないという問題に直

面することになります』と、トランプ大統領の様々な発言への不安を吐露した。安倍首相は

「まさに日本が攻撃された際には、米国が日本と共同対処をするいわば唯一の国と言って

いいと思います。日本とともに闘う唯一の国であります。お互いに助け合うことのできない

同盟関係はというのは非常にはかないものであります。日米の場合は、価値観を共有し、そ

してしっかりとお互いに助け合っていく同盟であります」と答弁した。その後、小野寺氏は

自民党の弾道ミサイル防衛に関する検討チームの座長として、同年 3 月に敵基地攻撃能力

を政府は保有すべきとする提言を取りまとめたiv。 

日米同盟の前提は、すでに崩れている。「日本に向けられたミサイル基地は、米軍が叩い

てくれる」どころではなく、「世界の警察官」の役割を降りた米国は、自衛隊を米軍戦略の

中に組み込んで海外の行動にも関わらせたいのだ。自民党は敵基地攻撃能力の保有を主張

するが、隠されている相手のミサイルを見つけ出すことが可能なのかも疑わしく、ミサイル

を発射した途端に相手国に察知されて何十倍ものミサイル攻撃が日本国内に飛んでくるこ

とは間違いない。アメリカですら北朝鮮への先制攻撃をためらう中で、アメリカの後ろ盾を

仮定して北朝鮮や中国に対するミサイルによる敵基地攻撃能力を安易に論ずるべきではな

いだろう。 

  

 

米軍事戦略の流れ 

 米国では東アジアにおける軍事戦略として、中国の侵略（台湾武力統合など）に対して中



国本土を縦深攻撃して抑え込む「エア・シーバトル」構想が検討されたv。しかし、イラク・

アフガニスタン戦争の戦費負担、2008 年のリーマン・ショックなどで米国の財政は落ち込

み、他方、中国は経済的にも大国に成長した。「エア・シーバトル」構想は見直され、中国

との直接対決を避け、周辺の同盟国に対抗させる「オフショア・コントロール」戦略が採用

されたvi。この戦略では、アメリカが中国本土や中国領海を攻撃することはない。日本には

領土防衛を名目に南西諸島に自衛隊の地対艦・対空ミサイル部隊を配備させ、台湾有事にお

いて、中国艦船が南西諸島の「第一列島線」、沖縄本島と宮古島の間（宮古海峡）の公海上

などを通過することを阻止させる。自衛隊ミサイル部隊が中国艦船を攻撃すれば、当然、日

中間での戦争となる。「エア・シーバトル」以降の米軍戦略においては、自衛隊に中国軍の

太平洋への進出を阻止させ、台湾を防衛するとともに、戦場を南西諸島、日本にとどめる「制

限戦争」で、中国の意図を挫き中国軍を引き返させるものとしている。 

 2013 年 9 月、陸上自衛隊研究本部・中澤剛氏(1 等陸佐・当時)は東京財団政策研究所に

おいて、「米国のアジア太平洋戦略と我が国防衛－理論と現実－」を発表したvii（『陸戦研究』

平成 26 年 2 月号にも掲載）。同論文では、米国の軍事戦略として「オフショアコントロー

ル戦略」を紹介した上で、「中国は、海域・空域支配のために、南西諸島に展開する日米同

盟の地対艦ミサイル・対空ミサイル並びに九州から南西諸島の航空自衛隊基地や民間空港

に展開する航空自衛隊及び米空軍部隊に対し、弾道ミサイル及び巡航ミサイルによる攻撃

を繰り返すであろう。中国の攻撃に対し、中国本土のミサイル基地や航空基地を米軍が打撃

しないとするのは、従来、日米同盟の役割分担を「盾」と「矛」になぞらえてきたことにも

反し、日米同盟の信頼性を揺るがすことになりかねない。エスカレーションを避けつつ中国

本土を打撃するか否か、打撃する場合はその手段について、さらなる考察と日米による調整

が必要であろう。例えば、自民党が議論の俎上に上げている独自の反撃能力（敵基地攻撃能

力）を保持することも重要な選択肢の一つであろう。」と述べている。 

 トランプ政権閣僚のピーター-ナバロ氏は、著書『米中もし戦わば』viiiの中で、日本列島全

体に軍事標的を多数再配置すれば、中国にとってターゲットを絞り込むことが遥かに困難

になり、琉球諸島の南西の島々にまで軍を分散して配置することができれば非常に困難に

なると指摘する。アメリカは日本を戦場にしようとしている。 

 2012 年 4 月に公表された、トシ・ヨシハラ氏（当時、米海軍大学校教授。現在はシンタ

ンク「戦略予算評価センター」上級研究員）の論文『アメリカ流非対称戦争』ixは、「中国海

軍は、台湾の脆弱な東海岸に脅威を与え、かつ戦域に集中しようとする米軍に対処するため

には、琉球諸島間の狭隘な海峡を通り抜けざるを得ない」、「琉球諸島海域を適切にカバーす

るように誘導弾部隊を配備することにより、東シナ海の多くの部分を中国水上艦部隊にと

っての行動不能海域とすることができる。発射し回避する、機動可能な発射装置は分散配備

と夜間移動、あるいは隠蔽により、敵の攻撃を回避できる。トンネル、強化掩体壕、偽装弾

薬集積所、囮の配置等により、誘導弾部隊を識別、目標指示、破壊しようとする人民解放軍

の能力を減殺することが可能である」としている。論文に「尖閣諸島」の文字は見当たらな



い。ミサイル部隊配備は、南西諸島や尖閣諸島などの島嶼防衛のためではなく、南西諸島を

戦場にして自衛隊と中国海軍を戦わせ、台湾を武力で奪取する中国の意図を挫くのが目的

とされている。南西諸島の戦闘は、自衛隊が中国のミサイル攻撃にひたすら耐え続ける戦闘

であり、「日米同盟の役割分担の「盾」と「矛」にも矛盾し、日米同盟の信頼性を揺るがす

ことになりかねない」のだが、安倍政権は突き進んでいる。 

「エアシーバトル」「オフショアコントロール戦略」の後継として打ち出された「海洋プ

レッシャー戦略」xは、中国の「接近阻止／領域拒否（Ａ２／ＡＤ、アンチアクセス・エリ

ア・ディナイアル）戦略」に対抗して、九州、沖縄から台湾、フィリピンを結ぶ「第一列島

線」に配備する地対艦・地対空ミサイル部隊や電子戦システムなどの同盟国の「インサイド

部隊」（自衛隊など）と、「第一列島線」と本州からグアム、サイパン、パプアニューギニア

に至る「第二列島線」との間に分散、展開する空母機動展開部隊を含む米海空軍の「アウト

サイド部隊」により、中国軍を「第一列島線」内に封じ込め、西太平洋地域における米国の

覇権維持を目的とするものである。米国が直接手を下すことなく、同盟国（自衛隊など）が

玉砕覚悟で中国軍と戦争するという、「オフショアコントロール」以降の米軍事戦略の方向

性を突き詰めたものといえる。 

 米海兵隊は、2020 年 3月に公表された戦力デザイン 2030（Force Design 2030）xiで、長

距離対艦ミサイル部隊を中心にする海兵隊沿岸連隊（Marine Littoral Regiment）を創設す

ることを提唱した。4 月にはデービッドソン米インド太平洋軍司令官は、米軍の「海洋プレ

ッシャー戦略」に基づく、報告書「優位性の奪回」を米議会に提出した。米陸軍の「射程 1000

マイル（約 1600 キロメートル）の戦略長射程砲（ＳＬＲＣ）」や海軍海兵隊の「地上／艦艇

発射型対艦トマホーク」導入計画など、米国の陸海軍海兵隊はこの間、競うようにこれまで

空軍が担ってきた長射程の攻撃能力の整備を提言している。米軍全体が中国に対しては「非

対称戦」で臨むという方向性を示している。 

 2020 年 5 月、前記のトシ・ヨシハラ氏は、『ドラゴン 対 太陽 - 中国から見た日本のシ

ーパワー』という報告書を発表したxii。同報告書は、尖閣をめぐって、以下のようなシナリ

オを紹介する。海上保安庁の艦船が尖閣海域で中国海警の船を銃撃し中国海軍が反撃し日

中間で紛争が勃発。中国軍は自衛隊・那覇基地を攻撃し使用不能にする。中国は米軍嘉手納

基地など在沖米軍基地に手を出さないことの引き替えに、米国から日米安保条約に基づい

て米軍が日中紛争には介入しないとの約束を取り付ける。四日以内に尖閣諸島は中国軍に

占領される…。シナリオでは、米国が日中紛争への“巻き込まれ”を拒絶し、日本は米国の“見

放され”により尖閣を失う。 

著者には、仮に米軍の支援がなくとも日本が独力で防衛できるよう、軍備の拡張を求める

意図がありそうだ。このことは、現状は「同盟国としての責任を果たすための日本の能力に

対する、米国の信頼を損なっている」という厳しい表現からも読み取れる。 

 こうした米国からの要求に応えたものが「敵基地攻撃力論」であり、それがまた沖縄への

新たな過重な基地負担となることが懸念されている。 



 

沖縄へのインパクト 

 米国が進めるエアシーバトル構想、オフショアコントロール論は、西太平洋における米国

の覇権維持（具体的には台湾の防衛）のために日本列島を日米安保の盾にして、とりわけ南

西諸島の住民を捨て石とし、自衛隊を利用して中国封じ込めを図るものである。現在、宮古、

石垣、与那国、奄美などで住民の反対を無視して自衛隊基地が建設されようとしている。ま

た、米軍辺野古新基地建設もこのような文脈で強行されている。安倍政権のいわゆる南西シ

フトが、米国のエアシーバトル構想、オフショアコントロール論に応えるものであることは

稲田防衛大臣（当時）も認めているxiii。 

日本政府は、南シナ海の島々での中国による軍事化の動きを警戒し、防衛省は尖閣諸島を

念頭に軍事的に空白地帯だった石垣島や宮古島など南西諸島への自衛隊ミサイル基地建設

を進め、与那国島や宮古島、奄美大島などでは陸自部隊が配備された。南西諸島を想定した

島嶼部奪還のための水陸機動団も 2018 年 3 月に長崎県佐世保市の相浦駐屯地に創設され、

約 3000 名規模で水陸両用車、V-22 オスプレイなどが配備される予定だxiv。 

自衛隊の離島奪回訓練は、敵の占領を前提としているが、戦場と想定するのは人口５万５

千人の宮古島と５万人弱の石垣島である。防衛省には、石垣島を舞台にして離島奪回を研究

した「機動展開ワーキンググループ」の中間報告（２０１２年３月）があるxv。その想定し

ている戦闘では「残存率 30％になるまで」、言い換えれば損耗率 70％まで戦闘を継続する

としている。組織的な戦闘が困難になる限界損耗率は 20～30％とされており、防衛省が想

定する損耗率 70％は太平洋戦争での南洋諸島や沖縄戦の玉砕戦に等しい。それほどの戦闘

を想定する石垣島や宮古島には約５万人余の住民が居住しており、沖縄戦のように住民が

戦闘に巻き込まれることは明らかだ。石垣島や宮古島に自衛隊ミサイル基地を建設して機

動展開部隊による離島奪回を実施することは、配備される自衛隊員の命や住民の命を犠牲

にすることを前提としている。今年 8 月 4 日の提言には「地方公共団体と連携した避難施

設(既存の地下施設の利用を含む、シェルター等)やその関連技術の確保を含む、国民保護の

ための体制強化に取り組むこと」とあるが、むしろ、トンネルや強化掩体壕に利用されるの

ではないか。 

 

中国とのつきあい方、これからの日本の戦略 

 東シナ海では尖閣問題が日中、日台の問題としてくすぶり続ける。2010 年 9 月に領海侵

犯した中国漁船による海上保安庁巡視船への衝突事件を契機に、尖閣諸島及び周辺海域は

日中両国関係の対立点になった。その後に東京都・石原慎太郎知事（当時）による尖閣諸島

買い取り運動などが起こり、日本政府(当時の民主党政権)は混乱を避けるために中国政府の

反発を押しきり、2012 年 9 月 11 日に尖閣諸島を国有化した。その結果、日中関係は決定



的に冷え込み、政治的には〝長い冬の時代〟に入った。尖閣諸島では 2010 年以来、中国公

船による領海内や接続水域への侵入航行が始まり、徐々に侵入回数が増え、現在では接続水

域航行はほぼ毎日で常態化し、領海侵入も毎月行われている。 

 安倍政権は行政権を有する尖閣諸島に領土問題があることを認めないが、1972 年の日中

国交回復交渉においても、尖閣問題の決着は先送りされてきた。現在、中国と台湾はそれぞ

れが領有権を主張しており、中国海警局が接続水域で領海内に立ち入ろうとする日本漁船

を妨害するする行動も起きている。 

 今年の中国の東シナ海・漁解禁日の 8 月 16 日を前に、4 年前のように 200～300 隻の中

国漁船が尖閣諸島に押し寄せる事が懸念されたが、日本政府は不測の事態にならないよう

外交当局に事前に申し入れ、中国当局も中国漁船の出発港において尖閣諸島周辺海域に立

ち入らないように命じたとされているxvi。 

 日中関係は政治的には 10年間の〝長い冬の時代〟だが、経済的関係は中国の経済成長に

伴い極めて大きなものとなった。2010 年に名目 GDP で日本を追い越して世界第二の経済

大国となった中国の 2019 年のＧＤＰは、日本の 2.74 倍に達している。購買力平価 GDP で

は、中国は 1999 年に日本を追い越し、2019 年には 4.75 倍になっている。貿易額、進出企

業人数、現地法人利益、訪日観光客数、旅行消費額など、経済はどの指標を見ても、中国と

の関係が米国との関係を凌駕している。このような経済関係に目をつぶって日米同盟強化

に偏重する日本外交の方針を見直すべきだ。 

 日米同盟に縛られた安倍政権の下でも、中国との関係改善の取り組みは民間交流などを

通して続けられてきた。尖閣諸島での中国公船による領海侵入が続く中、2017 年の日中国

交回復 45 周年と 2018 年の日中平和友好条約締結 40 周年の節目の両年に APEC 首脳会議

や ASEAN 首脳会議の場で日中首脳会談を実現させ、2018 年 5 月に 8 年ぶりの二国間公式

訪問となる李克強国務院総理の訪日が実現し、同年 10月 25 日～27日の安倍首相訪中が実

現したxvii。10月 25日からの安倍首相訪中では、習近平国家主席や李克強国務院総理との首

脳会談で 8 年分の懸案事項の解決に向けた道筋を確認し、習近平国家主席の国賓としての

公式訪問を確認した。わずか 2 年前の日中関係回復の流れから、現在再び厳しい関係に入

ろうとしている。トランプ政権の対中強硬姿勢が安倍政権を縛っている。同時に、香港問題

や新型コロナウイルス感染問題で民間交流もストップしたままだ。最大の経済関係である

日中関係は、今後ますます重要になることは明らかであり、戦火を交えることは避けなれば

ならない。尖閣諸島の問題は、尖閣の範囲で解決していくことが大切だ。 

 2018 年に 40 周年を迎えた「日中平和友好条約」xviiiは、第 1 条で「すべての紛争を平和

的手段により解決し及び武力又は武力による威嚇に訴えないことを確認する」としており、

相互の信頼を両国が確かめ合うことで平和は恒久的に続くことができると確信する。 

2018 年 10月の安倍総理訪中においても、日中双方は「東シナ海を「平和・協力・友好の

海」とするとの決意」を改めて確認しているxix。 

 現在、コロナ禍をいち早く脱した中国は、従来のチベットやウイグルなどの国内人権問題



に加えて、香港における国家安全法の制定・施行、インドとの国境での衝突、南シナ海や尖

閣への対応など、「核心的利益」をめぐる強硬な外交を展開している。一方の米国は、トラ

ンプ政権が再選に向けて対中強硬姿勢をアピールして中国ＩＴ企業排除を進め、同盟国の

英国や豪州なども同調しつつある。日本は日中平和友好条約を基盤に「東シナ海を平和・協

力・友好の海」にすることをめざして、早期に中国との対話を開始すべきだろう。習近平氏

の来日などを通して、尖閣問題についての対話を開始するなど、「敵基地攻撃論」より柔軟

な外交方針が必要ではないだろうか。 
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